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船橋市特定保健指導（積極的支援）業務委託に関する 

プロポーザル実施要領 

 

１．業務の目的 

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第２４条に基づき、

糖尿病等の生活習慣病を予防するため、対象者が自らの生活習慣における課題に気

づき、改善にむけた行動変容の方向性を導き出し、健康的な生活が継続できるよう

に支援する保健指導を行うものである。 

 

 

２．業務の概要 

（１）業務名 

船橋市特定保健指導（積極的支援）業務委託 

 

（２）業務内容及び業務場所 

別紙「船橋市特定保健指導（積極的支援）業務委託仕様書」（以下、「仕様書」

という。）による 

 

（３）業務履行期間 

令和７年７月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

３．プロポーザル方式により受託候補者を特定する理由 

  価格のみによる競争では短期の目的を達成することができず、高度な創造性、専

門的な技術又は経験を必要とする業務であることから、プロポーザル方式を採用す

る。 

 

 

４．プロポーザル方式の方法及び理由 

（１）プロポーザル方式 

公募型 

 

（２）公募型プロポーザルとする理由 

公告し参加業者を広く募ることにより、複数の者から提案を受けることがで

きるため。 
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５．事業スケジュール 

内容 日程 

①  公募開始 令和７年４月１４日（月） 

②  質問受付  
令和７年４月１４日（月） 

～令和７年４月２１日（月）午後５時まで 

③  質問に対する回答 令和７年４月２５日（金）（予定） 

④  参加申込書・提案書類受付締切 
令和７年５月９日（金）午後５時まで 

※詳細は「７．参加申込方法等」を参照 

⑤  参加業者決定（参加資格確認結果通知） 令和７年５月１６日（金）（予定） 

⑥  書類審査結果通知 令和７年５月２６日（月）（予定） 

⑦  面接審査 
令和７年６月３日（火）（予定） 

※場所及び開始時間は別途通知する 

⑧  審査結果通知 令和７年６月１２日（木）（予定） 

※ただし、各実施日については、事務上の都合により変更できるものとする。 

 

 

６．参加資格 

本プロポーザルの参加者は、本業務の遂行に必要な能力を有し、次に掲げる要件

を満たすものとする。 

（１）船橋市の業務委託の競争入札参加資格を有していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の４第１項に該当する

者でないこと。 

（３）参加申込書の提出期限から受託候補者の特定までの間に、船橋市建設工事請負

業者等指名停止措置要領による指名停止、船橋市建設工事等暴力団対策措置要

綱による指名除外及び船橋市入札参加有資格者実態調査実施要領に基づく入

札参加停止措置を受けていないこと。 

（４）社会保険診療報酬支払基金に特定保健指導機関として登録し、特定健診・特定

保健指導機関番号を取得していること。 

（５）特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第４．１版）の 

「4-1-2 特定保健指導の外部委託に関する基準」で定められている実施基準を

満たしていること。 
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７．参加申込方法等 

本プロポーザル参加申込方法等は次のとおりとする。  

（１） 提出書類 

提出書類 部数 

①  参加申込書（様式１） １ 

②  誓約書（様式２） １ 

③  法人概要（様式３） ２  

④  見積書 

様式は任意とし、特定保健指導終了者の１件当たりの費用を下記の費用内

訳がわかるように作成し、総額表示で提出するものとする。 

特定保健指導終了者１件当たりの費用（Ａ） 

費用内訳 

募集業務（案内通知等）費用 

申込受付費用 

利用勧奨業務費用 

支援業務（各種）費用 

報告（各種）費用 

 

総額 

費用内訳 
上記（Ａ）に 

対する支払割合 

実施予

定件数 

支援期間３か月 

1 初回面接費用 40％ 38 件 

2 １か月後継続支援(支援・評価 30ｐ)費用 ※ 30 件 

3 ２か月後継続支援(支援・評価 30ｐ)費用 ※ 21 件 

4 ３か月後継続支援(支援・評価 120ｐ)費用 ※ 15 件 

5 ６か月後フォローアップ費用 5％ 2 件 

支援期間４か月以上 

6 初回面接費用 40％ 91 件 

7 １か月後継続支援(支援・評価 30ｐ)費用 ※ 72 件 

8 ２か月後継続支援(支援・評価 30ｐ)費用 ※ 52 件 

9 中間評価(支援・評価 30ｐ)費用 ※ 38 件 

10 ４か月後継続支援(支援・評価 30ｐ)費用 ※ 24 件 

11 ５か月後継続支援(支援・評価 30ｐ)費用 ※ 11 件 

12 ６か月後継続支援(支援・評価 30ｐ)費用 ※ 6 件 

13 業務合計（1～12） 

14 消費税相当額（消費税 10％） 

15 合計（13+14） 

２ 
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※継続支援の支払は、支援実施ポイントを乗じた金額を月毎に請求すること

とする。計算式＝全体の委託料の単価（A）×0.6×実施支援ポイント÷180

ポイント（累計 180 ポイントを上限） 

※ポイント数および実施予定件数は推計値であり、その数を確約するもので

はない。 

⑤  提案書類 

■船橋市特定保健指導（積極的支援）業務提案書（様式４） 

・原則Ａ４版とし、文字サイズは１０ポイント以上、両面・片面印刷及びカ

ラー・白黒は問わないが、各ページにはページ番号を記載すること。 

・文章を補完するための写真、イラスト、スケッチ、イメージ図の使用は可

とする。 

・別途提案事項や補足事項がある場合は、文章等で簡潔に記載した資料を添

付することは可とする。 

■見積書 

 提出書類④見積書と同様とする。 

 

※「船橋市特定保健指導（積極的支援）業務提案書」及び「見積書」（以下、

「船橋市提案書等」という。）には、業者名、会社ロゴ等を入れないこと。 

各８ 

※様式１から様式４は、市ホームページより取得したものを使用すること。 

 

（２）提出場所 

船橋市 健康部 健康づくり課 

船橋市北本町１－１６－５５ 船橋市保健福祉センター 

 

（３）提出方法 

持参または郵送（書留郵便に限る）とする 

・ 持参の場合は、土日を除く午前９時から午後５時までの間に持参すること。 

・ 郵送の場合は、封書に「船橋市特定保健指導（積極的支援）業務委託参加申

込書・提案書等在中」と朱書きすること。 

なお、提出された書類は返却しない。また、提出期限後の書類の変更、差替

え及び再提出は認めない。 

 

（４）提出期限 

令和７年５月９日（金）まで 

持参の場合は午後５時まで、郵送の場合は必着 

 

（５）参加申込の承認について 

応募書類による参加資格等の確認後、参加資格要件確認結果通知書により、令
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和７年５月１６日（金）（予定）に応募者に通知する。 

 

（６） その他 

① 提出された書類は、選定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成する

ことがある。 

② 提出された船橋市提案書等の著作権は作成者に帰属するが、公表及びその他

船橋市が本業務に関し必要と認める用途に用いる場合は、提出者へ通知し、船

橋市はこれを無償で使用することができるものとする。 

 

 

８．提案限度額 

４，３２３，６９３円（消費税及び地方消費税を含む） 

なお、提案限度額は、令和７年度中に実施する利用者１人当りの単価を乗じて

積算したものであり、実施予定者全員に実施した場合の総額ではない。 

※この金額は、契約時の予定額を示すものではなく、事業の規模を示すためのも

のである。 

 

 

９．評価方法及び審査基準 

（１）評価方法 

本プロポーザルについて、船橋市特定保健指導（積極的支援）業務委託に関

する評価委員会（以下「評価委員会」という。）を設置し、評価委員会が次のと

おり受託候補者を選定する。 

 

① 書類審査 

提出された書類について、次項「（２）審査基準」に照らし合わせ評価する。

業務の企画・提案項目の各区分（１～３）で評価委員の採点の平均が配点の

２分の１に満たない項目が一つでもある場合、または業務の企画・提案項目

の合計得点の平均が６０％（１９８点）未満である場合は、面接審査に進め

ない。面接審査に進むことができる法人が４法人以上ある場合は、順位づけ

判定を行い上位３法人のみが面接審査に進む。順位づけ判定は、委員ごとに

書類審査の総合計得点の高い順に順位を付し、その順位点を法人ごとに合計

して数字の低いものから上位とする。順位点が同点の場合は、１位の獲得数

が多いものから上位とする。１位の獲得数が同数の場合、順に２位、３位と

獲得数の多い者から上位とする。順位の獲得数がいずれも同数の場合は、全

委員の総合点の高い者から上位とする。 
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② 面接審査 

プレゼンテーション及び質疑応答に基づき次項「（２）審査基準」に照らし

合わせ評価する。なお、評価委員の採点の合計得点の平均が５０％以上でな

ければ順位づけ判定はできない。 

 

③ 順位づけ判定 

書類審査及び面接審査の両審査の基準を満たした法人が複数ある場合には、

順位づけ判定を行う。順位づけ判定は、委員ごとに書類審査及び面接審査の

合計点の高い順に順位を付し、その順位点を提案者ごとに合計して数字の１

番低い提案者を受託候補者とする。順位点の合計が同点の場合、１位の獲得

数が多い者から上位とする。１位の獲得数が同数の場合、順に２位、３位と

獲得数の多い者から上位とする。順位の獲得数がいずれも同数の場合は、全

委員の総合点の高い者から上位とする。なお、全てが同数の場合は、再度面

接審査を行った上で、受託候補者を特定する。 

 

（２）審査基準 

評価委員会は次の審査基準に従い評価する。 

 

① 書類審査（３５０点） 

【業務の企画・提案項目】 

１．基本的な考え方及び体制（８０点） 

２．特定保健指導実施率の向上への取り組み（１２０点） 

３．積極的支援の内容（１３０点） 

【見積金額】 

４．見積金額（２０点） 

②面接審査（プレゼンテーション及び総合評価）（７０点） 

 

 

１０．質疑応答 

（１）質問方法 

船橋市 健康部 健康づくり課あてに電子メールにて送付すること。 

E-mail：tokuho@city.funabashi.lg.jp 

※送信時件名の頭に、「船橋市特定保健指導（積極的支援）業務委託質問」を付

けること。 

※回答先となるメールアドレスを指定すること。 

 

（２）質問の受付期間 

令和７年４月１４日（月）から令和７年４月２１（月）午後５時まで 
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※市からの受信確認メールが令和７年４月２２日（火）午後５時までに届かな

い場合は、船橋市 健康部 健康づくり課へ問い合わせること。 

 

（３）質問への回答 

①回答方法  

応募者間の公平を期すため、質問・回答内容のすべて（ただし質問者を特定

する部分を除く）を個別に回答するほか、市ホームページに公表する。 

②回答日 令和７年４月２５日（金）（予定） 

 

 

１１．提案方法等 

（１）提案書類 

提案に用いる提出書類は、提案書及び見積書とする。 

なお、提案書類についての詳細は、「７．参加申込方法等（１）提出書類」

を参照すること。 

 

（２）面接審査 

①出席者 

１者２名以内とする。 

２名のうち、少なくとも１名は特定保健指導に従事する保健師または管理

栄養士が出席すること。なお、コンサルタント等、応募者の職員ではない専

門家等の参加は認めない。 

 

②実施時間 

１者５０分以内とする。 

（セッティング時間５分程度、提案書説明３０分程度、質疑応答１０分程度、 

撤去時間５分程度） 

 

 ③設営について 

会場は、机・椅子・スクリーン・電源のみとなっているため、パソコン・

プロジェクター等の備品は業者が各自で用意すること。 

 

④その他 

・プレゼンテーションの内容は「船橋市特定保健指導（積極的支援）業務提案

書等」に基づいた内容とする。 

・追加提案の説明や追加資料の配布は認めない。 

・自己の面接審査時間以外の入室は認めない。 

・プレゼンテーションについては、社名を秘匿とすること。 
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１２．審査結果の公表等について 

（１）結果通知 

審査結果については、参加申込書を提出し書類審査を通過したすべての者

に「様式５ 結果通知書」により通知する。 

令和７年６月６日（金）を目処に受取方法確認のＥメールを送付するので、

結果通知の受取方法（郵送の場合は、郵送先を明記すること）を指示するこ

と。 

 

（２）プロポーザルの結果の公表事項及び方法 

受託候補者名と面接審査の順位点を市ホームページに掲載する。 

 

 

１３．失格要件 

次に掲げるいずれかに該当した場合には、失格とする。 

（１）参加者の資格要件を満たさない場合 

（２）参加申込書や提案書などの応募書類について、提出期限を過ぎて提出された

場合 

（３）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（４）提案限度額を超えた見積を提出した場合 

（５）面接審査開始時間までに会場に来なかった場合 

（６）審査結果に影響を与える工作等、不正な行為が行われた場合 

 

 

１４．その他留意事項 

（１）本プロポーザルに係る費用については、すべて提案者の負担とする。 

（２）提案者間の公平性を保つため、船橋市が必要とする場合を除き、本プロポー

ザルに関係する船橋市職員との接触を行わないこと。 

（３）参加申込書の提出後、本プロポーザルを辞退する場合は、「様式６ 辞退届」

を面接審査実施日の５日前までに提出すること。 

（４）受託候補者の特定をもって契約締結が確定するのではなく、仕様の協議によ

り訂正・追加・削除を行い確定させた後、同者と１者随意契約を行い、契約

書の取り交わしをもって契約成立となる。また、提案内容が全て仕様に盛り

込まれるわけではないことに留意すること。 

（５）令和７年度特定健康診査の結果、積極的支援の対象とされた者で、委託期間

終了時点で保健指導が完了していない者について、令和８年度も船橋市と委

託契約を締結する。ただし、市議会で予算の議決を得た場合に限り契約の更
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新を可能とする。 

（６）特段の事情により受託候補者と締結できなかったときは、審査において次点

であったものを新たに受託候補者とし、細目を協議した後に随意契約により

委託契約を締結する。 

（７）参加業者が１者であっても評価を行い、受託候補者として適当でないと認め

られる場合には、受託候補者と特定しないことがある。 

（８）本プロポーザルにおいて提出された提案書等の書類は、船橋市情報公開条例

（平成１４年船橋市条例第７号）の規定による請求に基づき、第三者に開示す

ることができるものとする。 

 

 

１５．事務局 

〒２７３－８５０６  

千葉県船橋市北本町１－１６－５５ 保健福祉センター 

船橋市 健康部  健康づくり課 

ＴＥＬ：０４７－４０９－３３９４  

ＦＡＸ：０４７－４０９－２９３４ 

E-mail：tokuho@city.funabashi.lg.jp 

 

附則 

（施行日） 

  この要領は、令和７年４月７日から施行する。 

（失効日） 

  この要領は、委託契約締結の日をもってその効力を失う。 


